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社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会第３１回技術部会 

令和４年１２月６日 

 

 

【川村室長】  それでは、定刻になりましたので、社会資本整備審議会・交通政策審議

会技術分科会第３１回技術部会を開催いたします。本日は、皆様、お忙しい中御参加いた

だきありがとうございます。私、本日の進行を務めさせていただきます国土交通省総合政

策局技術政策課の川村でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、オンラインによる開催となります。会議中に万が一接続不良等ありましたら、

事前にお伝えしております連絡先、またはTeamsのチャット機能で御連絡ください。 

 参加者の皆様が御発言を希望される際には、Teamsの「手を挙げる」機能を御利用くだ

さい。また、御発言の最初にお名前を述べてから、やや大きめ、ゆっくりで御発言いただ

ければ幸いです。 

 次に、配付資料について確認させていただきます。議事次第に配付資料のリストを記載

しておりますので、過不足等ございましたら事務局までお申しつけください。 

 それでは、会議の開始に先立ちまして、技監の吉岡より御挨拶を申し上げます。吉岡技

監、よろしくお願いいたします。 

【吉岡技監】  皆様、おはようございます。技監の吉岡でございます。磯部部会長はじ

め委員の皆様におかれましては、御多忙の中、第３１回技術部会に御出席いただきまして、

感謝申し上げます。 

 前回の技術部会で御議論いただきました今後のインフラメンテナンスの在り方に関する

提言につきましては、先週金曜日、１２月２日に磯部部会長、家田委員長から斉藤国土交

通省大臣に手交していただきまして、同日公表させていただいたところでございます。部

会長、どうもありがとうございました。 

 手交の際に大臣からは、提言として取りまとめていただいたことに対する感謝の言葉も

ございましたし、この提言を核に今後のインフラメンテナンスの取組を進めてまいりたい

というような力強い御発言もあったということでございます。委員の皆様におかれまして

は、提言について御熱心な御議論いただきまして、改めて感謝を申し上げたいというふう

に思います。 

 さて、今日の技術部会でございますけど、今年４月に第５期技術基本計画を策定した後、
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社会経済情勢、あるいは最近の技術動向等の変化も踏まえながら技術政策を的確に進めて

いこうということでございまして、各回で設定したテーマについて議論を行うということ

にしておりまして、本日その２回目になるということでございます。今回はＤＸについて

取り上げまして、意欲的に取り組まれておられます企業の取組を御紹介いただくとともに、

委員の皆様から話題を提供いただきまして、議論を深めていきたいというふうに考えてい

るところでございます。 

 本日は、限られた時間でございますけど、委員の皆様には活発な御議論をお願いいたし

まして、冒頭の私の挨拶に代えさせていただきたいと思います。どうぞ今日はよろしくお

願いいたします。 

【川村室長】  ありがとうございました。 

 本日御出席の委員の御紹介は、出席者名簿で代えさせていただきたいと存じます。本日

は、総員２６名中１９名が御出席でございます。社会資本整備審議会令第９条第３項及び

交通政策審議会令第８条第３項による定足数、過半数でございますが、これを満たしてい

ることを御報告申し上げます。 

 なお、今回、新たに技術部会の委員に、小澤委員に御就任いただいております。御紹介

させていただきますとともに、一言御挨拶をいただければと思います。それでは、小澤委

員、よろしくお願いいたします。 

【小澤委員】  御紹介ありがとうございます。東京大学の小澤と申します。建設マネジ

メントを専門としておりまして、数年前からｉ－Constructionシステム学寄付講座の特任

教授を務めております。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

【川村室長】  ありがとうございました。 

 それでは、これより議題に入らせていただきます。磯部部会長、以後の議事進行をよろ

しくお願いいたします。 

【磯部部会長】  皆さん、おはようございます。 

 それでは、まず本日の議題について、事務局から御説明をお願いします。 

【西尾分析官】  それでは、資料１に基づきまして、技術調査課の西尾でございますけ

れども、御説明申し上げたいと思います。 

 本日の議題の設定につきまして、おさらいになりますけれども、御説明申し上げます。 

 １ページ目でございますけれども、技監からも申し上げましたとおり、今年の４月に第

５期の技術基本計画を策定したところでございます。ですが、この計画以上に社会経済情
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勢が変化しておりますし、また最新の技術動向もございますので、こういったことを的確

に反映して柔軟に対応していくということが必要でございますので、議題を２つ設定して

おるところでございます。 

 まず①として、社会経済情勢や最新の技術動向を踏まえた技術政策の方向性についての

議論、これにつきましては、委員の皆様、あるいは外部の有識者の方々からのプレゼンを

基に御議論いただくということでございます。それから②としましては、国交省の技術研

究開発の進捗状況を御説明申し上げて、それに基づいて議論していただくと、大きくこの

２つの議題を設定しているところでございます。これを年間に直しますと、下の表にござ

いますけれども、前半の２回につきましては議題の①について議論いただきまして、最後

の１回については議題の②について議論していただこうと、こういった形で計画を立てて

いるところでございます。 

 本年度につきましては、次のスライドでございますけれども、今年度は若干重要な年に

当たっておりまして、笹子トンネルの事故から１０年ということでございますので、二重

線が引いてありますところでございますけれども、先月この技術部会でも御議論いただき

ましたとおり、メンテナンスに関する提言をまとめていただきました。大変ありがとうご

ざいます。このような大きな流れがあったところでございますけれども、一方で、ベース

となる流れとしましては、一重線で示しておりますとおり、左側が議題の①でございます

けれども、今年の８月、１回目の議題①について、２０５０年カーボンニュートラルにつ

いて御議論いただいたところでございます。今回は、その下に赤枠で囲っておりますけれ

ども、デジタルトランスフォーメーションを第２回目のテーマとして設定させていただい

ているところでございます。本日の議論、どうぞよろしくお願いいたします。 

【磯部部会長】  ありがとうございました。 

 それでは続いて、議題１の社会経済情勢や最近の技術動向について、次第に記述のある

順に御説明いただければと思います。議論の時間を確保できますように、大変恐れ入りま

すが、説明時間厳守でお願いします。 

 それでは、議題にあります、まず初めに日本マイクロソフト社様、どうぞよろしくお願

いいたします。 

【鈴木（敦）様】  皆さん、おはようございます。日本マイクロソフトから御紹介させ

ていただきます。画面を表示させていただきます。 

 改めまして、本日は、お時間いただきましてありがとうございます。弊社から、マイク
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ロソフトが様々な企業の皆さんに御提供しておりますデジタルトランスフォーメーション

を御支援する技術を御紹介させていただきながら、具体的にその中でどういった取組が進

んできているのかというのを本日お話しできればと思っております。 

 私は、マイクロソフトでテクニカルアーキテクトという仕事をしております鈴木と申し

ます。改めまして、よろしくお願いいたします。私は、肩書きも入れておりますとおり、

ふだんマイクロソフトでテクニカルアーキテクトとして、企業の経営層の皆さんであった

り、あるいは事業部のトップの皆さんと様々なディスカッションをさせていただきながら、

その企業の中で持っている経営課題であったり、それから新しい経営戦略といったものの

中で、デジタルトランスフォーメーションにどうテクノロジーを活用していくことができ

るのかというのをディスカッションさせていただいたり、あるいはテクノロジーのアーキ

テクチャーのブループリントを一緒に描かせていただくという仕事をしております。 

 それから、マイクロソフト以外の活動としては、上智大学で６年前から、ＡＩとプログ

ラミングの講座を担当しております。あと今年からは、ＮＥＤＯという国立の研究機関の

中で、ＡＩと次世代のリモート技術の研究プロジェクトを技術員として担当しております。

今日のテーマでもありますデジタルトランスフォーメーション、特にここ数年、多くの企

業で取組を進めていらっしゃいますけれど、その中で、この１年ほど非常に多く経営層の

皆さんとか事業部のトップの皆さんからお声がけいただくのは、デジタルトランスフォー

メーションの中でのメタバースの活用は可能なのかどうなのかというお話です。今日は、

ＤＸを支えるテクノロジーの中から、特にメタバースを御紹介できればと思っております。

まずはマイクロソフトが御提供しているテクノロジーのお話を簡単にさせていただきなが

ら、これまでの取組を中心にお話をしていければと思っております。 

 ここ２年ほど、１年ちょっとですかね、メタバースという言葉が非常に多くのメディア

でも取り上げられるようになってきています。まだまだ言葉が先行しているイメージは非

常に強いんですが、もともと私はこういったリモート技術の研究に関わってきていますの

で、メタバースという言葉がリサーチャーの間でいろいろ話題になり始めたのは３年ほど

前からだと思っています。 

 マイクロソフトとしては、このメタバースというものも、新しいコンピューティングパ

ラダイムの一つだと考えています。今までの様々なコンピューティングの進化があった中

の、次の世代のコンピューティングになっていくだろう、というように捉えています。た

だ、こういったテクノロジーといったものは、技術だけが幾らすばらしくても、それを必
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要とする社会的な背景であったり文化的なトレンドがなければ定着していくことはありま

せんので、特に今、ＤＸを進めていくという企業の思惑であったり、あるいはコロナや世

界規模でのサプライチェーンの影響によって、様々な企業が、今までのやり方では、また

次に様々なトラブルが発生したり、あるいはパンデミックが発生したときに事業が停滞し

てしまう、停止してしまう、こういったことを防ぐためにデジタル技術の活用を進めてい

こうという中でのメタバースに対する期待というのも非常に高まってきているのかなと思

います。 

 私たちはテクノロジーの会社として、こういったメタバースをプラットフォームの一つ

として企業の皆さんに御活用いただけるようにしていくとともに、当然マイクロソフトは

メタバースの専業メーカーではありませんので、様々なクラウドの技術であったり、アプ

リケーションであったりハードウエアであったり、こういった様々な技術を組み合わせな

がら、あるいはマイクロソフト以外の技術を組み合わせながらＤＸの支援をしていきたい

と考えています。 

 少し具体的に、私たちが御提供している技術を御紹介させていただきますと、今日のメ

イントピックからちょっと離れてしまうかもしれませんが、一般消費者の方向け、エンタ

ーテインメントであったりゲームであったり、それから産業に特化した部分、特に建設土

木のお客様というのも非常に多く取組を進めていただいていますので、その中での業界に

特化した取組であったり、あるいは多くの企業、自治体や教育機関で、人と人とがコミュ

ニケーションしていく、こういったところで御活用していただけるような技術というのを

御提供してきています。 

 一例として、一般消費者の方、コンシューマー向けには、ゲームやエンターテインメン

トの中でも、フライトシミュレーターのようなものというのも御提供しています。今映像

で出ているのは、フライトシミュレーターというゲームですけれど、このゲームで幕張上

空をフライトしている様子なんですけれど、今これはマリンメッセの上空で、横は幕張メ

ッセです。御覧いただくと、非常に高精細な地形が描かれていると思うんですが、この映

像というのは、人がＣＧで描画をしているのではなくて、衛星からの撮影、衛星で撮影さ

れたデータを使って、ＡＩによって自動描画されています。マイクロソフトはコンシュー

マー事業だけをやっている会社ではなくて、様々な企業の皆さんのＤＸに活用していただ

けるサービスを持っています。その技術をコンシューマー分野に適用していくと、こうい

った地球そのもののデジタルツインと言っていいようなデータを活用できるサービスとい
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うのも御提供できます。 

 もちろんこういった技術というのは、ゲームの世界だけではなくて、企業の皆さんにも

御提供することができます。衛星で撮影したデータを受信するためのアンテナがマイクロ

ソフトのデータセンターに設置されています。衛星から撮影された様々なデータが直接デ

ータセンターの中に蓄積されて、それを企業の皆さんが活用できるようにしています。 

 さらに、開発環境の御提供と、GitHubを使ったサンプルの御提供というのも進めていっ

ています。一例として、Landsatの映像です。空撮をした映像、可視光の映像を撮影した

ものですけれど、分解能の低いもので無償提供されているものもあるので、学生であった

り研究機関であったりといったところでも活用していただいていますし、有償のものでは

分解能３０センチぐらいの高精細なものというのもありますので、様々なこういった衛星

データを活用していただいたり、あるいはＳＡＲのデータのような電波で撮影したものと

いったものもこの中では御提供しています。 

 具体的には、衛星データを使って、物体の検知であったり、あるいは地表面の分析や変

化の検知といったところで活用していただいているんですけれど、特に地表面の分析や変

化の検知といったところは、ここ数年、サステーナビリティーの分野でも多く活用してい

ただけているのではないかと思います。１つ、サンプルとしては、物体検知のサンプルで

すけれど、衛星データを使って船を検出して、船の位置情報と合わせて、位置情報を提供

していない船を検出するようなサンプルというのも御提供させていただいております。こ

れは一例として記載させていただきました。 

 こういったメタバースを活用したＤＸは、企業の中でも、特に技能伝承や作業支援とい

った分野で多く取組を進めていただいています。マイクロソフトは、現実の世界とデジタ

ルの世界を融合していくミックスド・リアリティーという技術を、こちらのHoloLensとい

うデバイスを使って実現しています。このHoloLensというデバイスは、表面に透明なレン

ズを設置していて、現実の世界に、あたかもそこに存在するように３Ｄ映像を投影するこ

とができるデバイスです。 

 このデバイスを使った作業支援の例として、こちらは実際にイベント会場で撮影してき

たものですが、作業箇所に３Ｄのアイコンを表示したり、動画を表示したり、手順をテキ

ストで表示することによって作業ガイドを表示していくといったアプリケーションです。

こういったアプリケーションを使って、現実の空間の中での作業の手順をガイドしていく

ことによって、例えば作業に不慣れな方が安全に作業を進めていったり、あるいは外国人
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労働者の方が、日本語でのコミュニケーションが少し苦手としている、難しいという状況

でも正確に作業を習得していく、ということを実現していけると考えています。 

 具体的にどういったところで取組を進めていただいているのかという部分ですけれど、

特に製造業の皆さん、それから建設土木の皆さんに多く御活用いただいております。こち

らトヨタ自動車さんは、自動車の整備士の皆さんに、整備手順であったり、配線図や艤装

図といったものを表示しながら、特に新車で新しいメンテナンスの仕方というものを正確

に理解していく、あるいは車の構造を正しく理解していくといった分野でも使っていただ

いています。空間の中にホログラムという映像を表示していくんですけれど、例えば車の

内部の構造、ワイヤーハーネスの位置であったり電源の位置であったり、高電圧がかかっ

ている位置、これを正確に表示することによってメンテナンスを行うことができるように

なっています。また、こういった作業を記録することによって、作業の分析や事後のトレ

ースにも活用することが可能になっています。 

 サントリーさんでは、こういった作業支援を１か所ではなくて、プラントの中で作業を

行うことができるように実証実験を行いました。特に、プラントの中で点検作業を行って

いったり確認作業をする際に、その箇所で正しい確認をしたのか、こういった証跡を残す

こともできるようになっています。 

 こういった取組は、産業分野だけではなくて、例えばこちらは佐賀県のＳＡＧＡアリー

ナですけれど、こちらは佐賀県さんが主導で取り組まれたもので、建設中のＳＡＧＡアリ

ーナに対して、完成後このようになっていきます。こういったサービスを提供することが

できますというのを現実の空間の中に３Ｄで表示をして、ＳＡＧＡアリーナでは、Ｖリー

グやＢリーグがこの中で行われますので、実際のプロ選手がこの中でプレーしている様子

を再現したり、それを一般の皆さんや自治体の皆さんに体験していただく、こういった取

組も進めていっています。施設の完成後の利用イメージを完成前からつけることによって、

この中でもし何か改善点があれば、それを反映していくようなことも可能になっていくと

思います。 

 同じように、こちらも実証実験を行った取組ですけれど、鴻池組様は、インフォマティ

クスさんという会社のアプリケーションを使いまして、城山トンネル工事の中での実証実

験を実施されました。トンネル工事の立会検査をオンラインで実施する遠隔臨場をこの中

で実験されたんですけれど、ひび割れ箇所であったり水漏れの箇所を、ホログラムを使っ

てマーキングしていく、現実の空間の中ではなくて、データとしてマーキングをしていく。
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それを遠隔地からも同時にモニタリングして、かつデータとして記録に残していく、こう

いった取組を進めていらっしゃいました。このときの実証実験結果から、さらにこういっ

た遠隔地からの立会検査が正確に行えるようにということで、インフォマティクスさんと

いう開発ベンダーさんがアプリケーションにも反映されています。 

 最後に南紀白浜空港さんですけれど、こちらは滑走路の点検業務の中でも活用されてい

て、特に滑走路周辺の樹木が、高さ制限が当然ありますので、これが正確に制限をクリア

しているのか、こういった点検作業を行う際に、点検内容、建設限界を表示して、そこを

オーバーしている場合にチェックをしていく、こういった取組も進めていらっしゃいます。 

 こういった現実の空間の中でデジタルデータを活用する、リアルの世界とデジタルデー

タをミックスしたメタバースの取組というのも既に様々な企業で進めていただいています。 

 最後に、マイクロソフトがこれから御提供していく技術ですけれど、こういったメタバ

ースの技術は、専用のデバイスや専用のアプリケーション、アカウントといったものが必

要になってしまうと、どうしても業務の中での活用というのは進んでいかないと思います。

そこで、今日皆さんに御参加いただいているMicrosoft Teams、この中にメタバースの機能

を組み込んでいこうと考えています。これによって、企業でふだん使っているデバイスを

活用して、さらに業務で使っているユーザーアカウントを使って、メタバースの空間の中

での業務を、より手軽に、日常的に活用していくことができるようになることを目指して

います。こういったアプリケーションを来年以降、御提供を予定しておりますので、また

ぜひ機会があれば御紹介させていただければと思います。 

 最後に、こういった取組を目指して川崎重工さんは、設計から開発、そして試行までの

工程をメタバース空間で行うような実証実験を進めていらっしゃいます。マイクロソフト

では、こういったメタバースを活用したＤＸによって、サステーナブルな業務環境の実現

であったり、これから新しく作業に従事される方、あるいは外国人労働者の方、こういっ

た様々な多様性を尊重した現場の環境の実現であったり、そしてコロナのようなパンデミ

ックが発生しても、現場の業務を止めずに、リモートからでも業務が継続できるレジリエ

ントな業務環境の実現といったものを御支援するテクノロジーというのを今後も御提供し

ていきたいと考えています。 

 ということで、１５分という短い時間ではありましたが、マイクロソフトのＤＸの取組、

特にお客様に御提供することができるテクノロジーを御紹介させていただきました。あり

がとうございます。 
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【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、ヤマト運輸様、お願いいたします。 

【山﨑様】  おはようございます。ヤマト運輸の山﨑でございます。よろしくお願いい

たします。前半は私のほうから、後半はデジタル戦略推進部の上野から取り組みを御紹介

させていただきます。 

 では、次のページをお願いいたします。本日は、主にｅコマース向けのシステムと、そ

れに付随する商品、サービス等を御紹介させていただきたいと考えております。 

 次のページお願いいたします。はじめに、当社ではサプライチェーン全体を支援する企

業を目指して、様々な輸送商品やサービスを提供しています。その中で、伸びゆくＥＣC

市場に対しましては、お客様を支援できるサービス群を提供させていただいている状況で

ございます。 

 こちらの図の通り、当社ではＥＣのサプライチェーン全体を支援する、ＥＣエコシステ

ムの構築に向けて進めている状況でございます。まずは全体感として、まず上流に関しま

しては、お荷物を出されるお客様向けの支援としまして、出荷作業、例えば梱包や荷物の

出荷作業をフルオートメーションで、当社のほうで受注させていただくフルフィルメント

のサービス等を提供させていただいております。本日は青枠のラストワンマイルの部分を

中心に取り組みを御紹介させていただきます。 

 皆様もお荷物を受け取りされる際に御経験されるような、少しのストレスや、受け取り

づらさのような体験を軽減するようなサービス群を提供させていただいておりまして、こ

ちらについて本日は御紹介させていただきたいと思います。 

 次のページをお願いいたします。まずは、EAZYという輸送商品について御説明させてい

ただきます。 

 次、お願いいたします。EAZYという輸送商品は２０２０年、２年前にリリースさせてい

ただきました。こちらの商品は、お荷物を発送されるEC事業者様と、お荷物を購入された

お客様と、当社の配送事業者とをリアルタイムの情報連携で繋ぐことで、今まで以上にス

トレスフリーなお荷物の受け取り体験を御提供できるサービスとなっております。 

 具体的に申し上げますと、もともと宅急便という商品は、アナログな時代、四十数年前

に提供開始しておりまして、もともとは「この日に受け取りたい」などの荷物を受け取ら

れるお客さまとのコミュニケーションは、お電話等のアナログな手段でお受けしていまし

た。それに対しまして、近年はインターネットの普及により、利便性向上のニーズが高ま



 -10-

り、もっと簡単に、気軽に希望を伝えられることへのニーズがかなり高まってきている点

も踏まえ、当社ではwebからのお届け日時の変更等のサービスを提供しておりますが、

EAZYについても、受け取りの変更や受け取り方法をフルデジタルで、お客様と当社でコミ

ュニケーションが取れるサービスになっております。 

 特筆すべき点としては、これまで当社の宅急便というサービスは、直接お荷物をお客様

に手渡しで直接お届けするという点を基本理念としておりました。一方で、生活スタイル

の変更等により、「日中は在宅していないからどうしても受け取れない」、「コロナ禍で、

対面では怖いから会いたくない」などの、非対面でのお届けに対するニーズが高まってき

ている点を考慮し、EAZYでは、置き配という新しい配達方法を提供しております。在宅し

ていなくても、急な外出などの予定変更などに対しても、web上で変更の依頼をいただけ

ることで御要望に沿ったお届けができる点をコンセプトとした商品となっております。 

 次のページお願いいたします。サービスの全体像を説明させていただきます。こちらは

ＥＣ事業者様、法人のお客様向けに提供しているサービスで、まずは注文サイトを持たれ

ているEC事業者様に、注文時に置き配の選択肢の画面を作成いただいております。事前に

置き配を指定することもできますし、通常の対面でのお届けで注文いただいた場合でも、

当社のほうで荷物を預かったタイミングで、メール等で、受け取られるお客様向けにお届

け予定を通知させていただいており、その通知から、急な外出とか御予定の変更に合わせ

て、輸送中でも日時の変更と置き場所を指定でき、ご要望に沿ってお届けするサービスに

なっております。 

 さらに、お届け完了後に、非対面でお届けした場合におきましては撮像させていただき、

こちらにお届けしましたということを見えるようにさせていただくことで安心感を提供す

る商品となっております。 

 続きまして、デジタルキー向けの置き配の機能についても御紹介させていただきます。 

 次のページお願いいたします。先ほど御説明しましたEAZYというサービスで置き配での

お届けを御提供しておりますが、近年、オートロックつきのマンションに居住されている

お客様が増えてきていらっしゃいまして、置き配を利用したくても、マンションにオート

ロックがあるのでご利用ができないというお困りを抱えられているという課題が見えてき

てまいりました。 

 それに対応するべく、EAZYの付加サービスとして始めたサービスがデジタルキーのサー

ビスとなっております。オートロックマンションに住まれているお客様でも、解錠の指示
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と置き配の指示をいただくことで、マンションのエントランスのオートロックを解錠し、

玄関前にお荷物をお届けさせていただくサービスを提供させていただいております。セキ

ュリティー面にも配慮し、受取人のお客様がオートロックの開錠を依頼いただいた際に一

度だけ開けられる「ワンタイムキー」を当社のドライバーに付与し、一度限り開錠できる

サービスの仕様となっております。 

 次のページお願いいたします。こちらのサービス提供にあたり、オートロックのキーを

作られている企業が複数社ある点が当初課題となっておりましたが、当社のマルチデジタ

ルキープラットフォームを介する設計としたことで、どの企業のオートロックの仕組みで

あっても、当社のプラットフォームと接続いただくことで解錠できる仕組みになっており

ます。現在こちらのサービスは、東京都の一部エリアに絞って提供開始しておりますが、

これから全国への拡大に向けて進めている状況でございます。 

 前半の御説明は以上でございます。後半に関しましては、輸送の見える化等のより詳細

な取り組みの御紹介を上野からさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

【上野様】  こちらは現在進行中のお話ですので、お手元の資料にはございませんので、

一旦画面を切り替えさせていただきます。こちらの投映のみで今回は御説明いたします。 

 それでは、改めまして、ヤマト運輸の上野と申します。デジタル戦略推進部において業

務量予測モデルの開発と運用を担当しております。 

 まず、弊社のＤＸ化の取組ということで、既に『日経コンピュータ』等に御紹介されて

いるところから経緯を御説明したいと思います。下のほうに『日経コンピュータ』誌から

図を引用させていただいております。我々はＹＤＰというデータ分析基盤の構築を２０２

０年から開始しております。こちらの基盤を基に、「YAMATO NEXT１００」でうたいました

データドリブン経営に即した様々な施策を打っております。 

 その中で、２０２１年１月末に業務量予測モデルを自動化して、運用を開始しておりま

す。開発自体は２０年７月ぐらいから始めたんですけど、実際に自動的に予測ができて、

業務に生かせる形になったのは１月です。当時は一部だったんですけれども、その後段階

的に自動化を進めて、宅急便については６月末に全面的に自動化して運用しております。

今回お話しするのは、その後の動きとして、今年の４月からＥＣ事業の配達パートナー企

業、主にラストマイルの配達を行ってくださる企業向けにデータの提供を始めたという、

直近の話でございます。 

 こちらがＥＣパートナー向けに業務量予測を提供することの価値の説明です。これまで
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は、ビフォアにありますように、ヤマトとしては複雑な輸配送ネットワークを組んでおり

まして、ラストワンマイルでＥＣの荷物は配達パートナーに担っていただくという形で

日々オペレーションを回しております。 

 ＥＣの荷物に着目しますと、ＥＣ企業から様々なタイミングで出てきます。セールの情

報ですとか、倉庫センターの稼働停止といった障害情報、いろいろなものが入ってきます。

ヤマトとしては、これまでの長い業務経験上、こうしたいろいろな状況変化を加味して、

どういった業務計画を立てればうまくオペレーションが回るんだろうというところは、あ

る程度、ノウハウ蓄積でできます。業務量予測はそれをサポートする技術の一つでありま

すけれども、それ以外に膨大なノウハウがあります。一方で、輸配送パートナー企業は、

こうしたヤマトの荷動きというのに不慣れですので、いつヤマトからどれくらい荷物が出

てくるのかというのが分からない状況でオペレーションしないといけないと、それはさす

がに厳しいということで、業務量予測を提供した次第です。 

 これによって、参考情報として、これくらいの時期にこれくらいの荷物が来ますよとい

う見通しが立つと、配達パートナー企業としては後々の業務計画が立てやすくなります。

こうしたある種の情報提供を行うことで、既存のパートナー企業の仕事もしやすくなりま

すし、こうした情報提供を前提にするので、ヤマトの荷動きについて全く知らない、新た

なパートナー企業の参入を容易にします。これによって両者ウィン・ウィンの関係を築き

まして、サービス品質の向上、スケーラビリティーの確保が結果としてもたらされると、

そういった狙いで荷量予測の提供を始めているところです。 

 次に、MLOpsとは何かです。こちらはアットマーク・アイティにある一般的な図であり

ます。この図で重要なポイントとしては、機械学習のモデルをつくる、それをアプリケー

ション開発する、アプリケーションを運用する、出てきた結果をちゃんとビジネスで活用

してフィードバックを受ける、こうしたサイクルがぐるぐる回るということが重要ですの

で、こうしたサイクルが動くような技術的なサポートだけではなくて、こうした動きがで

きるような人も含んだ仕組みが組み立てられていると、こうした体制構築も含めての活動

になります。ここでは、この全面というよりも、この後はここの技術的な基盤について御

説明したいと思います。 

 こちらは急に細々した図になって恐縮ですけれども、今組み立てている基盤になってお

ります。マイクロソフト社さんのAzureサービスを組み合わせて、自動化の基盤を組み立

てております。 
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 大変細かい図ですけれども、ポイントは二、三あります。まず１つは、テストというの

とプロダクションという２つの固まりがあることです。これをデータパイプラインと呼ん

でいます。開発中のモデルをこちらのテストで試してちゃんと動くということを確認して

から、こちらのプロダクション、本番のほうのパイプラインに移行するというのが基本で

す。通常のクラウド系のサービスでは普通にやっていることなんですけれど、なかなか機

械学習系では、こうした構造で運用するということはまだ一般的ではないということで、

こうしたMLOpsとしての最低限の部分を持っています。それぞれのパイプラインの中で自

動的に処理が進むというふうにしております。 

 加えて、このパイプラインの間をつなぐものとして、ここで更新したソースコードをき

ちんとバージョン管理するような形で管理した上で、機械的に本番環境に展開すると、そ

ういった仕組みも導入しています。どうしてもうまくいったというのを手作業でこっちに

持っていくと、ミスが起こって、本番環境でおかしくなるということも起こりますので、

そうした間違いがないような形で本番環境への移行も自動化しています。 

 そういうことで、グーグル社が定めた成熟度レベルではレベル２に達していると我々は

判断しています。レベル１ですと単なる自動化、２ですと、こうした全体的なデプロイの

自動化も含めての達成ということになります。 

 導入効果と今後の課題ですけれども、こうした基盤によって、運用品質が非常に安定化

しています。また、開発と運用がシームレスにつながりますので、予測モデルの開発が非

常に円滑化しています。今後としましては、ヤマトの輸配送ネットワーク全体の業務計画

立案ということで、既に宅急便ではやっているところではございますけれども、ＥＣネッ

トワークを含めた、より全体的なモデルへのアップデート、それをきちんと業務に据え付

けると、そういったところが今後の課題で、今現在進行形で取り組んでいるところでござ

います。 

 長くなりましたけれども、以上でございます。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、清水建設様、お願いしたいと思います。 

【鈴木（正）様】  お疲れさまです。清水建設の鈴木と申します。私からは「ＤＸ デ

ジタルを活用した生産性向上」ということで、当社のデジタル戦略に基づく取組について

御説明いたします。 

 本日は、このようなアジェンダでお話をさせていただきます。最初に、当社の中期経営



 -14-

計画にある「中期デジタル戦略２０２０」について簡単に説明させていただいて、その後、

デジタル戦略の主な施策について、各建築土木分野の施策について紹介いたします。３つ

目として、ＤＸを推進するための協調領域の活動を紹介させていただいて、当社からの提

言・要望という形で進めさせていただきます。よろしくお願いします。 

 まず初めに、「Shimzデジタルゼネコン」中期デジタル戦略２０２０について説明いた

します。 

 ２０１９年に公表した中期経営計画の基本方針の中の「成長を支える経営基盤の強化」

として、中期デジタル戦略を策定しましたが、その後、新型コロナウイルス感染拡大、ニ

ューノーマル対応等があったことから、これを見直し、２０２１年７月に中期デジタル戦

略２０２０「Shimzデジタルゼネコン」を発表しました。この中期デジタル戦略２０２０

では、右の図にあるように、「ものづくりをデジタルで」「デジタルな空間・サービスを

提供」「ものづくりを支えるデジタル」の３つを柱としています。２１８年余りのものづ

くりの歴史と、たくみの心を礎に、デジタルとリアルのベストミックスを追求するという

想いから、「ものづくりの（匠）の心を持ったデジタルゼネコン」と銘打っております。 

 次に、デジタル戦略の主な施策です。Shimzデジタルゼネコンの３つの柱それぞれにつ

いて、具体的な取組と事例を併せて御説明いたします。 

 １つ目の柱である「ものづくりをデジタルで」について、建築の取組を御説明します。

企画、基本設計段階で、Shimz DDEと呼ぶコンピュテーショナルデザイン手法による各種の

検討を行い、Shimz One BIMというＢＩＭ環境において、設計ＢＩＭデータを施工や製作、

運用段階まで連動させています。施工現場では、Shimz Smart Siteという建築生産システ

ムにおいて、デジタルで管理するデジタルマネジメント、ロボットが作業するロボットワ

ーク、データで物を作るデジタルファブリケーションを進めています。また、竣工後の運

用段階では、当社が行う点検、改修工事だけでなく、発注者の維持管理や利用者へのサー

ビス提供などの目的に応じた竣工ＢＩＭデータの提供や活用を行っています。これが次の

プロセスである「デジタルな空間・サービスの提供」につながっていきます。 

 ここで具体的な取組事例を幾つか御紹介します。御覧の動画、これは企画、基本設計段

階のデジタルプラットフォームShimz DDE、Shimz Digital Design Enhancement platform

です。当社が長年培ってきたものづくりのＤＮＡと、最新のコンピュテーショナルデザイ

ン手法を融合させて構築した独自のデジタルプラットフォームです。多様なソフトを１つ

のプラットフォームに統合・集約して、企画からシミュレーション、プレゼンテーション、
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図面化までカバーするとともに、アルゴリズムを駆使したプログラミングによる新たなデ

ザインのアプローチも可能になっています。 

 左下の動画は、複数の与条件から可能性のあるデザインパターンの絞り込みに活用した

事例で、右下はルーバーの最適化シミュレーションの事例です。これらは、初期の設計段

階で活用のデータは、施工ＢＩＭに連動されていきます。 

 次は、施工段階のマネジメントの事例です。３６０度の画像データ管理ソフト

OpenSpaceの紹介です。アメリカのスタートアップ企業OpenSpace社が提供している現場管

理ソフトで、３６０度カメラを使って撮影した工事現場の画像を図面上の位置とひもづけ

て記録できる画像管理ツールです。画像撮影は３６０度カメラを構えて現場内を移動する

だけで完了し、ＡＩが収集した画像の撮影位置を特定して、図面上にマッピングします。

現場担当者はシステムにアクセスすることで、離れたところからでも任意の場所の施工状

況を３６０度の視野で確認することができ、同じ場所の現在と過去の画像を比較して工事

の進捗を確認したり、ＢＩＭモデルと比較して設計図との整合を検証することもできます。

OpenSpace社とは、当社グループ会社が販売代理店契約を結んでおり、当社の標準管理ツ

ールとして、国内だけでなく、海外の現場でも活用しております。 

 次は、施工段階のロボットワークの事例です。建設用３Ｄプリンターです。この事例で

は、ＢＩＭデータに基づいて、３Ｄプリンターが実際の建物の構造体を現地で製作してい

ます。御覧のように、曲線や複雑な形状のものなど、様々な形状の構造物が型枠なしで施

工できます。 

 次に、「ものづくりをデジタルで」の土木の取組について御説明いたします。土木のプ

ロジェクトでは、まず発注者から受領した２次元の図面データから、３次元のＣＩＭモデ

ルを作成します。３次元のＣＩＭモデルによるバーチャル環境において、図面チェックや

施工の自動化検討など、サイバー・コンストラクションを行います。３次元で各種シミュ

レーションを行うことで、様々な作業を視覚的に捉えることが可能であり、リスク抽出と

その対策、さらには発注者も含めた関係者との合意形成を円滑に行うことができます。 

 施工段階のフィジカル・コンストラクションでは、建築と同様のShimz Smart Site Civ

ilという、ＣＩＭデータを基盤とするプラットフォームを構築しています。各プロセスで

得られるデジタルデータはサイバー・コンストラクションのプラットフォームに蓄積され

て、類似案件のシミュレーションなどにも活用されます。仮想現実、拡張現実、複合現実

といった最新のＸＲ技術を活用する新たな建設システムをShimz XXR Visionと呼んで、環
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境整備を進めています。 

 土木の具体的な取組事例を御紹介します。これは高速道路の上り線と下り線の間のごく

狭い場所でのクレーンを使った工事を、車の通行を止めることなく安全に作業するために

事前に検討した３次元施工シミュレーションの事例です。上の画像ですが、ＣＩＭモデル

で３次元化した画像で、このデータを基に、左下の動画のように施工シミュレーションを

行い、当社社員だけでなく、クレーンのオペレーターも含めた作業員で事前に作業イメー

ジを共有することで、右下の動画のように、実際の施工において安全で確実な作業を実現

しています。 

 次に、これは遠隔地にいる複数の関係者が同一のバーチャル空間に入って施工前検討会

を実施した事例です。検討会参加者は、バーチャル空間内ではアバターで表示されて、図

面データや３６０度画像データなどから、リアルな現場状況を確認することができます。

寸法や距離、位置関係等が確認できるだけでなく、現実には見ることができないような

様々な角度から視認することで、確実な安全検討が実施できています。 

 次に、Shimzデジタルゼネコンの２つ目の柱である「デジタルな空間・サービスを提供」

について御説明します。先ほど御説明した「ものづくりをデジタルで」において設計から

施工段階までつくり込んできたデータと、運用開始後のリアルデータを組み合わせて、発

注者だけでなく、その施設を利用する人々に快適で便利な空間とサービスを提供するもの

です。 

 ここで中心になるのが建物のＯＳ、オペレーションシステムDX-Coreです。DX-Coreは、

建物にもパソコンのＯＳのような機能を持たせることで、建物に関わる様々な設備機器を

相互連携させ、収集したデジタル情報を基に、資産価値の向上や運営管理の効率化、利用

者の利便性、安全性の向上を実現する建物のデジタル化したプラットフォームになります。

今まで建物の設備機器やアプリケーションは、メーカーの違いや仕様、プログラムが異な

ることが相互連携を困難にしていました。そこで当社は、建物にもパソコンのＯＳのよう

な機能を持たせることで、様々な設備機器などのデバイスをプラグ・アンド・プレーの感

覚で増設、連動できるようにしました。DX-Coreを介することによって、設備更新や新た

な設備の導入時に連携の仕組みごとつくり替える必要がないために、容易にバージョンア

ップを図ることができます。そうすると、常に最新のビル機能を維持することができます。 

 現在は、３０社以上の企業とデータ連携のアライアンスも構築し、当社の東北支店、北

陸支店の新社屋や、メブクス豊洲への実装を皮切りに、多くのお客様施設への展開を順次



 -17-

進めております。また、複数施設を保有するお客様に対しては、インターネット上で複数

施設を一元管理するDX-Coreクラウドを用意して、施設周辺の公共情報などとの連携を含

む都市ＯＳクラウドも提供していきます。 

 次に、Shimzデジタルゼネコンの３つ目の柱である「ものづくりを支えるデジタル」に

ついて御説明します。 

 従業員が、いつでもどこでも安全に業務を行えて、ものづくりを支援する環境を提供す

るものであります。業務システム基盤では、見積り、調達、原価管理、経理といったコス

ト系基幹システムの再構築や、現場での施工管理を効率化するシステムの導入、構築を進

めていきます。データマネジメント基盤では、営業段階から維持・保全まで、プロジェク

ト情報の連携を実現するプロジェクトデータベースの構築や、そこで蓄積されたデータの

利活用を推進しています。インフラ基盤では、クラウドサービスの利用増加を想定したネ

ットワーク環境の強化・見直しや、テレワーク、在宅勤務の定着を想定した新しいモバイ

ルＰＣの提供や、テレビ会議などのコミュニケーション環境の整備などを進めています。 

 事例を４つほど御紹介します。１つ目はリモート環境の整備です。リモートワーク推進

のためには、パソコン、ネットワーク環境の整備・増強を行うとともに、業界で初めて全

従業員にスマートフォンを貸与しています。リモート環境の整備を行ったことで、コロナ

禍でも生産性を下げることなく、業務を継続することができました。 

 ２つ目として、業務の自動化による働き方改革として、ロボティック・プロセス・オー

トメーションを推進しています。現在全社で３２０体のロボットが稼働しており、毎月２,

２００回以上が実行されております。手作業で行われていた業務の自動化などで、内勤の

みならず、現場でも作業の自動化、効率化に取り組んでいます。繰り返しが多く、時間が

かかり、人間が行うと面倒になるような単純作業をロボット化しています。 

 ３つ目として、ワークフローによる電子決裁です。社内の稟議、決裁はワークフローに

よる１００％電子化が完了しており、原則押印を廃止しました。現在では、毎月２万件を

超える申請業務がワークフローにより電子決裁されています。 

 ４つ目として、ペーパーレス化の取組です。現場事務所に多く掲示されている紙ポスタ

ーをデジタルサイネージに置き換える取組を実施しています。静止画、動画を組み合わせ

てデジタル一斉配信するだけでなく、非常時の緊急連絡や標識の掲示等でも活用しており

ます。 

 ここまでがShimzデジタルゼネコンの３つの柱と、そのコンセプトの御説明になります。 
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 次に、ＤＸを推進させるための協調領域に関する取組を紹介します。 

 東京大学において２０１８年より発足しているｉ－Constructionシステム学寄付講座に

参画しており、現場の生産性向上を図ることが可能なｉ－Constructionを実現するための

システム開発の研究として、ＤＸによる出来形検査の効率化を目指しております。ここで

紹介するのは、ブロックチェーンとスマートコントラクトを活用した基盤システムの開発

です。国土交通省の技術調査課様とも意見交換をしながら、業界内の他社やベンダー様と

協調領域を形成しています。現在、臨場検査やデジタル帳票などの取組が進んでおり、デ

ジタル化が進む中、さらなる効率化を目指して、デジタル施工情報を直接、検査、承認へ

活用できる基盤システムとなります。ブロックチェーンによって受注者が収集した施工情

報の信憑性を担保し、それらをスマートコントラクトにより自動的に承認、契約履行まで

システム的に処理します。 

 目指す出来形検査の方法として、現在、点群データでの出来形確認に取り組んでいます。

得られた生データを共通の環境で処理して、検査まで行います。一連のデータは３次元モ

デル上で管理され、電子納品まで行うことで、ＤＸによる出来形検査の効率化を目指して

います。 

 最後に、当社からの提言・要望という形で、３点のお願いを挙げさせていただきます。 

 新技術のＤＸの現場実装のための施策の１つ目として、現場発の取組をタイムリーに現

場実装できる制度の構築です。現在、ＰＲＩＳＭやＩＣＴ導入協議会を通じた基準類を策

定する取組が構築されており、新しい基準も順次導入されております。しかしながら、基

準の構築までに時間を要することが挙げられます。そこで、現場実装の際に、有識者を交

えた技術検討会などで御検討いただいて、技術や品質の担保が得られる仕組みを早期に実

現させて、現場実装が進む制度の構築を検討していただきたいということです。 

 ２つ目として、遠隔・自動・自律施工による施工や、カーボンニュートラル施工などを

想定したときに、従来の方法より大幅に費用がかかる傾向にあります。これらの新技術の

現場実装を総合評価方式で入札する方式では、過度なコスト負担を助長するおそれがあり

ます。そこで、受発注者双方の応分の費用負担を前提に、設計変更で新技術を導入できる

よう、実装モデル工事として実施する新たな仕組みの導入などを検討願いたいということ

です。 

 最後に、高度かつ安定した通信環境の整備に関する施策のお願いです。現場でのＤＸを

推進するためには、通信インフラの構築は欠かせません。土木現場では、通信環境がない
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場所もあり、ＤＸ推進の障害になります。そこで、工事着手前に発注者と通信事業者との

協議をルール化するなど、工事着手前に通信環境の整備ができる仕組みの検討をお願いし

たいということです。 

 以上、３つの件について提言・要望として挙げさせていただきました。 

 以上で発表を終わります。御清聴ありがとうございました。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。御意見、御質問につきましては、プ

レゼンが全て終わってからさせていただきます。 

 それでは続きまして、ヒアリングを踏まえての御意見も加えていただいて結構ですので、

委員から話題提供いただけたらと思います。 

 まず、越塚委員からお願いいたします。 

【越塚委員】  ありがとうございます。東大の越塚でございます。私からは、国土交通

分野におけるデジタル化とＤＸということで、お時間頂戴しまして、僭越ながら、提言と

いったようなことで何点かお話しさせていただければと思います。 

 それで、今回こういったことで、国交省さんの中でもデジタル化、ＤＸということを非

常に大きな話題とされているところの現状認識ですけれども、まず１つ重要なことは、現

在、特に私どものデジタルの分野、データの時代になってきているというところで、今ま

ではインターネットやメガプラットフォーマーの時代でしたけれども、だんだんというか、

急激にいろんなＩＣＴのプラットフォームもデータの分野になってきまして、データの時

代になってきたということ。あと、データの時代になっていくと非常に大きく変わってく

るのは、政府というものが多分国内の中で、民間も含めたときに最大のデータプラットフ

ォーマーであり、デジタルを担う主役だということは非常に重要なポイント、これは大き

な転換点だと思います。しかも、その中でも特に、これは国交省さんへの期待ということ

でも申し上げさせていただきますと、政府の中でも恐らく最大級にデータをお持ちなのは

国土交通省さん、さすがに国土全体を抱えており、所管されていますので、特にサイバー

フィジカルな、次のSociety５.０にあるようなサイバーフィジカルというときのフィジカ

ルな分野は国交省さんがかなり管轄されていますので、そこの膨大なデータをお持ちとい

うのは、もしかすると、これからのデジタル、日本のデジタルの中核をまさに担っている

のは実は国交省さんなんじゃないかなという意味で、非常に期待も大きくあるというとこ

ろでございます。 

 あと国内でも、よくデジタル敗戦と言われますけれども、特にフィジカル分野の防災、
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災害、気象とか、道路や公共交通などの情報システムを見ていますと、やはり世界最高水

準と考えられるものもこの分野にはかなり多くあるので、そんなにデジタル敗戦というべ

きものではなく、世界の先陣を切っている分野もたくさんあるのではないかなというふう

に思います。 

 この取組事例のところは、私自身が今取り組んでいることで、国土交通分野に多少関係

あるところで言うと、データ連携基盤をやっており、それを国際展開、ヨーロッパなんか

とも協定を結びながらやっております。気象もやり、あと公共交通分野のオープンデータ

もこれまで取り組んでおりまして、最近、カーボンニュートラルのグリーンとデジタルを

掛け合わせたような分野でありますとか、少し以前は、場所にＩＤを振っていく、それを

タグやビーコンで認識できるようにするようなインフラをつくる、国土地理院さんとさせ

ていただいたり、あとＭａａＳのガイドラインであるとか、いろんなアーキテクチャーを

つくるとか、そんなようなこと私はさせていただいておりますが、そういったことをして

いく中で、今日は、提言をいろいろ考えていたら１０個も出てきてしまったので、お時間

短いところで、ちょっとビジーになるかもしれませんけども、僭越ながら少し申し上げさ

せていただきたいと思います。 

 まず１番目は、先ほどデータの時代というのを申し上げまして、実はそういう意味です

ばらしいなと思うのは、国土交通省さんの中、ないしは国土交通関係の、今日民間企業の

皆様いろいろいらっしゃいますけれども、そこの中でおつくりになられているデータ基盤

というのが、もうかなりたくさんあると思います。逆にそれが乱立するほど数があって、

分野も、モビリティー関係でも交通関係、物流関係、自動運転関係、インフラ関係でも道

路関係、港湾関係、河川とかがあり、Ｇ空間があり、宇宙があり、スマートシティーがあ

り、観光がありと、かなり所管している分野が広いということもあり、それぞれのところ

で全部データ基盤があると。これ、あること自体はすばらしいことなんですが、ただ、そ

れが全て違う方向に、皆様全力疾走で違う方向に走っているという感じが印象としてはい

たしまして、例えば、ちょっとこれは民間のほうも、企業さんでやられていることも含め

て、国でやられていることも含めて、僕が資料を作るときに５分ぐらいで思いついたもの

をパッとロゴで描いただけでも、これだけの、もうカオスマップと言っていいほどのデー

タ基盤が存在すると。 

 これは、何回も申し上げますけど、すばらしいことなんだと思います、これだけの基盤

があるということは。ただ、それが連携していないと、これからますます発展していくと
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なると、これをいかに連携させていくか、国土交通のサイバーフィジカルといったときに、

フィジカル側のデータ空間というか、そういうものをどういうふうにつくっていくかとい

うのは、かなり積極的にやっていかないと、かなり数が多いので、ばらばらになってしま

うのかなというので、こういった目的を持ってやっていくことというのは政策的には重要

かなと思います。さらに国土交通関係でない分野も含めますと、ますますほかのデータ基

盤がありますので、まさにこれからはそういうのを全て、統合ということは難しいでしょ

うから、連携して相互運用ができるような日本全体のデータ空間を目指していくと、そこ

の中でも国土交通分野というのは非常に大きな役割、ないしは量的にも大きなものを占め

るんじゃないかなというふうに思っております。 

 それをやる際に、今みたいなデータに対する取組、データ基盤があれだけあるわけです

から、実はそのための標準規格であるとか、そういうものも膨大に生じていますし、これ

からもどんどんデータの標準規格、デジタルの標準規格というものが、国土交通分野の中

ですら膨大に出てくると思います。そうすると、今、日本の中だと、こういう標準規格を

扱うものは、産業標準に関してはＪＩＳであるとか、いろんな仕組みがあり、国内委員会

なんかもあり、構築したり、維持管理、運用ということがうまくいくわけですけども、産

業ではない政府の標準みたいなものがこれから、今もかなりあるわけですが、これの今の

構築、維持管理、運用とか、また認証したりとか、そういうところが若干今脆弱かなと思

います。また、この標準規格に関しては、民間の工業規格に関してはビジネスアライアン

スが絡んでくるので、国際標準化するとか、そういうこともありますけれども、政府が絡

んでいるような標準規格に関しても、恐らく国際展開とリーダーシップ、国際ビジネスア

ライアンスに向けての活動というのが必要で、そういったところが今後大きな課題なので

はないかなと思います。 

 そうすると、１つ勉強になるところというのは、アメリカにはＮＩＳＴというのがござ

いまして、米国国立標準技術研究所、もう米国ではこういった標準規格、政府標準をしっ

かりやる組織、これがかなり整備されていまして、職員が連邦職員で３,５００人いらっ

しゃると。年間１,０００億円程度の予算があって、そういった標準のところをやる専門

組織ができていると。このようなのを見ますと、我が国にちょうどこれに相当するものが

存在しないと、だから民間の工業規格を取りまとめるような、国内委員会を束ねるような

ものはありますけれども、ないしは国土交通省さんの分野ですと、フィジカルな分野、ま

さに物の分野に関してはこういう仕組みが整備されているんだと思いますけども、これか
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らはデジタルでもそういうことが必要になってくるというので、こういうのが必要なのか

なと思います。 

 重要なのは、もう一つは政府標準と工業標準は若干違うということです。最後のドット

のところにありますように、非デジタル分野に関してはいろいろあるんだと思いますけれ

ども、デジタルに関してもかなり今後やっていかなければいけないというところの整備が

必要かなというふうに思います。 

 ３つ目は、やっぱりこれ、ＩＴが出てくると、１つはやはりＭａａＳというのが非常に

重要だと思うんですけども、ただ、ＭａａＳというものが、私も国交省さんのいろいろな

ものに参画させていただいて、交通事業者さんとデジタル事業者さんの間に立っておりま

すと、なかなか両者にとってハッピーな感じではないかなという感じが最近しておりまし

て、最近こういう絵を、今度、来年度からＳＩＰの第３期でモビリティープラットフォー

ムがあり、石田先生の下で、私もサブで少しお手伝いさせていただいているんですけども、

そこでもこういう課題を私のほうで提示させていただいておりまして、左側にＭａａＳ以

前、今までのＭａａＳというものがない、そういう概念がないときの交通事業というと、

交通事業というのはもちろん、私が申し上げるまでもなく、車両が運行できればそれで事

業が成り立つわけではなく、当然その上に、施設を管理したり、人員も管理したり、運行

も管理したり、料金も収受してペイメントも行い、情報提供も行いという、ほかのことが

いろいろくっついてくるわけで、何か交通で今、技術的にも車両とか、そういうところで

いろんなイノベーションありますけれども、すぐビジネスにしようと思うと、なかなか車

両があっただけでビジネスになるわけではなく、運行管理システムも人員管理システムも、

料金のシステムも情報提供のシステムも必要ということで、結構重たいわけですけれども、

ところが今、ＭａａＳというのが出てくると、実はそれはうまくやれば、その面倒くさい

ところ、車両のうまいのができたんだけど、じゃあビジネスをぱっと始めようと、特にベ

ンチャーさんなんかが、日本はなかなか交通のベンチャーが立ち上がるのは難しいとも言

われていますけれども、そういうところが立ち上げようと思ったときに、そのビジネスの

面倒くさいところをやっていただける、みんなでシェアして、何個も何個も同じようなも

のを会社ごとに再発明しなくてもできるようなサービス、これがＭａａＳになっていれば、

まさに交通事業者にとって。 

 もしベンチャーの皆様なんかが、車両とか新しい交通のモードを発明されたときに、さ

あビジネスにしようと、すぐできるわけですけれども、何となく今はＭａａＳというと、
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交通事業の一番お金になる、一番おいしいところだけを集約して持っていかれて、交通事

業者のほうには面倒くさいところだけが残るんじゃないかというような、そういう不安も

見られるような感じがして、そこがやはりうまく回るように、交通事業者にとっても、あ

る意味でビジネスの一番大変なところがシェアできて、デジタル事業者のほうではそこで

収益も上げられるというような、そういうウィン・ウィンなモデル。そこで僕はＭａａＳ

と最近呼んでいなくて、シェアードサービス、モビリティーのためのシェアードサービス、

ＥＲＰみたいなものになっているといいのかなと、少しそんなことも考えておりまして、

そういう方向にＭａａＳが進むとよいのかなというふうに思って、少しＳＩＰの第３期な

んかでもそういう方向を目指していきたいなと思っております。 

 もう一つ、先ほど清水建設さんのほうで大分デジタルのお話ありまして、私、これ、デ

ジタル進んでくると、よくデジタル化、デジタルツインというと、リアルをいかにバーチ

ャル化するか、デジタライゼーションとか、そういうことよく言われますけれども、先ほ

ど清水建設さんのを見ると、もう完全に、多分デジタルのほうが先で、デジタルでやって

うまくいったこと、そこでシミュレーションや検証などを行って、先ほどの建設のような

物理的な部分だけではなくて、都市計画であるとか、市民の間の合意であるとか、さらに

設計の上位のほうの、しかもマクロな部分の、もしかすると今最もコストがかかっていて、

設計とか事業を進めるときにスタックしてしまう部分、そういうところだと思いますけど

も、そこをまさにデジタルの上で担って、それを物理化する。逆にデジタライゼーション

ではなくて、フィジカライゼーションしてプリントアウトすると、バーチャルでやったも

のを実世界にプリントアウトしていくというような考え方でやっていくことが重要かなと。 

 これもＳＩＰの３期の中で我々進めようとしているのが、デジタルファーストで、そこ

でデータがあり、様々なシミュレーションを行うことができ、まさに都市計画、新交通計

画をデジタル空間上でデータを使ってシミュレーションするサンドボックス、これが構築

されて、それでうまくいったもの、ここで合意できたものを実際の物理世界につくり上げ

ていくというようなプロセスをきちんと確立していくことが重要かなというふうに思って

ございます。 

 あとまだ６つあるんですけれども、残り２分ぐらいなんですが、３Ｄ技術に関しまして、

先ほどもありましたけども、まだまだ測位と測量の、地図を３Ｄ化するとかはできるとし

ても、そこの中の埋設物であるとか、いろんなインフラ全体を位置を特定しながら３次元

やっていくのはかなりまだコストがかかるので、その辺のブレークスルーが必要かなと思
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っておりますし、あとデータ基盤のつくり方で、国交省さん関係の国土交通関係でデータ

基盤をつくると、どうもデータの基盤とデータをビジュアライゼーションするような、い

わゆるダッシュボード、ＧＩＳ、ＡＩ分析というものがくっついちゃっていて、利活用す

るところをデータ基盤というふうになっているような感じがしまして、今後の利活用を考

えると、ちょっとお時間短くてあまり説明できないんですが、利活用のプラットフォーム

をするところとデータの基盤そのものとはよく分離して開発されることが望ましいかなと

いうふうに思っております。 

 あとは、デジタル時代に向けたデータ品質の考え方。規制型で低品質なものは扱わない

といって規制してしまうのではなくて、低品質は低品質なものとして管理して、きちんと

扱うということであるとか、あと基準をルールにして、それに基づいたものだけを扱うの

ではなくて、ベストエフォート型というタイプの品質管理がきちんとデータに関しても行

えるということの考え方は非常に重要かなと思いますし、また、技術の進展に合わせて

様々な基準を、それに合わせて改定していくことというのも重要だと思います。 

 もう一つ忘れてはいけないことは、今回ＤＸというようなテーマのときに、今日はデジ

タルの技術の話が多いんですけども、いかにトランスフォーメーションするかという、変

革です。変革をどのように行っていくかということというのは、これはデジタルの技術と

いうことではなく、業務効率改善、規制の改革の仕方、また組織の改革の仕方、場合によ

っては、最近デジタル庁でも、あと地方自治体でもデジタルやっているところでは、カル

チャーそのものをやはり変えていかなければいけないというようなことも言われておりま

して、そのような変革管理を導入していくということ。 

 最後、こういったデジタル、ＤＸといったことも国際競争の中、ないしは、こういった

デジタル化、ＤＸというのは海外でも進んでいきますので、そういう意味ではインフラ輸

出とか、国土交通分野のものを民間企業さんが輸出されるといったようなことがあったと

きでも、輸出を念頭に置いた、海外もこうなっていくということで、デジタル部分の国際

化、特にスマートシティーといった分野なんかはそうだと思っておるんですけれども、国

際競争力を意識して、海外展開も意識したようなやり方が重要かなというふうに、ちょっ

と駆け足ですけども、１０点お話しさせていただきました。 

 資料は、後ろのほうに参考資料でありますとか、あと、以前私も参加して、まさに今の

時代がこういうことだったのかなと思うんですけども、６年か７年か、もう１０年近く前

ですね、ユビキタス状況社会のときの時空間データ基盤の整備についてというのを学術会
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議で昔、出させていただいたものがあるので、そのようなことを最後に、資料のほうはつ

けさせていただいております。 

 以上でございます。どうもありがとうございました。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは続いて、若林委員、お願いいたします。 

【若林委員】  ありがとうございます。少しだけ時間を頂戴して、今までのＤＸのお話

の中でも少し言葉として出てきたところもありますけれども、今日は２点、１つは測位の

話と、それから通信のお話をさせていただきたいと思います。 

 ナビゲーションと書きましたけれども、いろいろなところで必要になるんですが、その

要素としては地図と測位ということで、特に最近、自動運転とかが話題になっていますけ

れども、自動車の自動運転にはＧＰＳも実はデータを使っているということです。航空機

に関しても、昔は慣性航法のみだったのが、ＲＮＡＶといって、慣性航法と測位データも

使うということになってきています。それから船舶では、昔は星を見て走る天文航法だっ

たのですけれども、現在は衛星航法が中心です。鉄道は実は、走るところは線路の上だけ

で決まっていますので、いわゆるナビゲーションというのは不要なんですけれども、最近

はＧＰＳのデータをかなり活用されているというようなお話を少ししたいと思います。 

 測位システムですけれども、これは、ほとんど今でもＧＰＳとすぐに言ってしまうよう

に、本当は一般名称はＧＮＳＳですが、やはりアメリカのＧＰＳが全盛で、ほとんど我々

もアメリカのＧＰＳを使うということになります。皆さん全てスマホの中にＧＰＳが入っ

ていますので、使われていると思いますが、これがなくなったらどうするか。 

 それから、ほかの国では、ロシアのＧＬＯＮＡＳＳ、欧州のGalileo、そして最近は中

国の北斗２のシステム、これで測位ができるようになっています。インドのシステムは、

ちょっと日本のシステムと似ていて、全世界ではなくて、その周辺だけというものです。 

 では、我が国はどうかということですけれども、「みちびき」という準天頂衛星システ

ムが約１０年ちょっと前から始まっており、現在４機体制で、７機体制で一応単独でも測

位できると言われています。２３年度に７機体制になるのかなという話です。これはＧＰ

Ｓの補強をするというのが主な目的で、非常に精度を高めるということで、これは土木建

設なんかでも使われますし、自動運行なんかでは非常に精密な運行に使えるということで

す。ただ、そういうことで、ＧＰＳが今使えなくなったら、かなり混乱することになると

思うんですね。アメリカのＧＰＳにずっと頼っているので、だからといって、我が国でＧ
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ＰＳに相当するようなシステムを構築するため、衛星を上げるというのは不可能なので、

この辺についてちょっと検討が必要じゃないかというのが１つ目のお話です。 

 ＧＰＳの問題は、衛星からの電波が直接受信できないところでは利用できないので、ト

ンネル内とか地下街、地下の鉄道をどうするかというような問題があるという点がありま

す。海の話ですけど、最近、電子海図のフォーマットが新しくなっていくところで、これ

は今までの紙海図をただ電子化しただけではなくて、もっと豊富なデータを入れるという

ことで今進んでいるところです。これは港湾とかのメンテナンスなどにもいろいろ使える

か検討が必要で、水深データなどもかなり詳細にありその利用が考えられます。 

 次に通信に関してですけれども、陸上でもなかなかちゃんと通じていないところもある

のですけれども、海上や上空では非常に状況が悪くて、これはやっぱりＤＸを進めていく

上ではベースとして考えていく必要があるかなと思います。ワイドバンドが望まれるとこ

ろですが、ナローバンドでも今、新たにＶＤＥＳなんていうものも提唱されていて、衛星

ＶＤＥＳは我が国がイニシアチブを取りたいというような議論もされています。 

 通信環境は移動体、交通機械では、かなりお粗末なところなので、ＤＸを今後円滑に進

めていくにも移動体の通信の環境というのが重要かと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、以上の御説明を踏まえまして、国交省の今後の取組に向けた御提案とか、あ

るいは御意見を中心に、御発言をお願いしたいと思います。いつものことで恐縮ですが、

時間が限られていますので、要点を要領よくお話しいただけると幸いです。どなたからで

も結構ですので、御発言ある方は挙手をお願いしたいと思います。 

 どなたか挙手されているんですが、失礼しました。私のほうにちょっとお名前が分から

ないのですが、マイクをオンにして、お名前をおっしゃっていただけますでしょうか。 

【梶浦委員】  梶浦でございます。手を挙げさせていただきました。 

【磯部部会長】  お願いします。 

【梶浦委員】  インフラメンテナンス戦略小委員会で、新技術導入ワーキンググループ

をお預かりしております梶浦でございます。研究テーマとしてＤＸ・ウイズ・サイバーセ

キュリティーを専門としている者でございます。今日御紹介いただいた幾つかの点、非常

に興味深く伺ったんですけれども、実際に今年、インフラメンテナンス戦略小委員会で、

鈴鹿市と桜川市の現場を訪問させていただきました。 
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 現場の零細事業者さんから見ると、ＤＸというのは何のことじゃと、我々が死んでから

にしてくれみたいなことを言われる、非常に難しいテーマでございます。こういう零細事

業者さんをどうやってＤＸの中に、公共事業のＤＸの中に組み込んでいくかという点につ

いて、先端技術開発とは別な研究が必要だろうというふうに思ってございます。簡単に言

えば、国土交通省さんのほうで公共事業の受発注クラウドのようなものを用意されて、例

えば１０年の間に自治体さんも事業者さんもこれを使って受発注をやるというような形に

しないと、なかなか自前のＤＸは難しい零細事業者さんを取り込むことはできないのでは

ないかなと。それでいて、デジタリゼーションが進んで、いろんなデータが流れていきま

す。零細事業者さんのところでセキュリティーがうまくいかないと、そこからダムのデー

タが漏れてテロリストに渡ると、そんなようなリスクもございます。 

 そこでやはり、今日マイクロソフトさんのお話もございましたけれども、クラウド化と

いうのが重要だと思います。先日、マイクロソフトさんのトム・バートさんとお話をしま

した。攻撃側はクラウドを使って、機械でウイルスをまいてくると、これを人手で止める

のは難しいから、防御側もクラウドでやるしかないと、そういうふうにおっしゃっていて、

私も賛同でございます。今申し上げたような零細事業者をＤＸに巻き込む手法、こういう

ものも御検討いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいま中川委員から手が挙がっておりますけれども、ほかの委員の方も意

見のある方は挙手マークをオンにしていただくようにお願いいたします。 

 それでは、中川委員、お願いします。 

【中川委員】  中川でございます。ちょっと質問をさせていただきたいんですけれども、

特にヤマト運輸様への質問です。 

 本日はどうも興味深いお話ありがとうございました。労働力不足を考えると、配送業の

ＤＸ化というのは急務だと思うんですけれども、そして御社の新しいシステムを積極的に

導入することによって、さらなる速達性とか利便性が期待できるとも思います。一方、よ

く言われることですが、スマホを前提としたシステムでは、顧客側のネット難民対策がよ

く指摘されますが、私は、本日はそこではなくて、ＤＸの枠組みをつくる側、上位側と現

場との間の乖離の問題です。 

 ５ＧとかBeyond５Ｇによって、きめ細かなサービス、システムの構築が進むと、年齢層
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など多種多様なラストワンマイルの配達員の側も、このような更改、更新にキャッチアッ

プをしていくという、そういう問題も発生してくると思います。また、配達員の運転中の

スマホ操作というのは禁止されているので、このようなきめ細かいサービスの提供によっ

て通信のやり取りが増えると、本来ＤＸというのは作業の効率化のために行われるべきも

のですが、逆に現場の作業員の負荷が増して、リスクも懸念され、彼らの安心安全のため

の支援システムの構築というのが、やはりペアで考えられるべきかと思います。そこら辺

のシステム設計と現場との間の支援について、どのような基本的なお考えを持って設計さ

れているか、もしあれば御教示願いたいと思います。 

 以上です。 

【磯部部会長】  ヤマト運輸様、もしお答えできれば、お願いいたします。 

【山﨑様】  ヤマト運輸の山﨑でございます。御質問ありがとうございます。現場のド

ライバーの目線と、DXをどう推進していくのかという点は、おっしゃるとおり、当社でも

重要視している部分でございます。 

 結論、まずドライバーの目線で考えると、おっしゃるとおり、安全で安心でというとこ

ろが第一に来るべきところだと我々も考えており、本日御紹介させていただいたEAZY等の

サービスに関しましても、弊社とのコミュニケーション、受け取られるお客様とのコミュ

ニケーションはデジタル上で行いますが、ドライバーと直接コミュニケーションを行って

いるかというと、そういうわけではなく、できるだけ電子上で、AIやチャットのような形

でご要望をお伺いし、ドライバーへは最低限の情報だけが落ちてくるような仕組みにさせ

ていただいています。ドライバーの業務が煩雑化したり、スマホ操作が増えたりなどのよ

うに業務が膨らむことのないように配慮した上で業務設計を行っております。 

 お答えになっておりますでしょうか。追加で御質問等あれば、いただければ幸いでござ

います。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、予定した時刻でいうと、あと２５分程度ということになります。御意見のあ

る方、意見をお願いします。 

 今挙手されているのが、山本委員、秋山委員、小林委員、羽藤委員ですので、この順番

に発言をお願いしたいと思います。 

 山本委員、お願いします。 

【山本委員】  ありがとうございます。皆様、御講演と御説明、どうもありがとうござ
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いました。非常に興味深く拝聴いたしました。４点、コメントさせていただきたいと思い

ます。 

 まず１点目といたしまして、ＤＸ、ＤＸと言われていますが、それを進めることでのＤ

Ｘの効果とかメリットといったものがもう少し明らかになると、もっともっと進む可能性

があるのかなと思いました。例えば、現在日本が抱えている少子高齢化とか労働力不足、

さらに直近ですとコロナウイルス感染症対策なんかがあるかと思います。さらに、カーボ

ンニュートラルにＤＸなんかがどういうふうに寄与することができるのか、そういったも

のがもう少し見えるとよいようにも思いました。 

 ２点目として、日本マイクロソフト様が、最後のほうにTeamsを例にとって、日常的に

メタバースを取り入れるということをおっしゃいました。そこから考えたのですが、日常

生活に自然に、こういった新しい技術、ＤＸが進むことによって、どんどん新しい技術が

出てくると思いますが、ＤＸ技術、自然にそういった新しい技術を取り入れることができ

る、その成果として生活が便利で豊かになる、そういったことが見えてくると、そのほう

がＤＸの新しい技術が定着して、社会的な重要性が高くなるのではと思います。 

 ３点目といたしまして、デジタル弱者の人々への対応、それも考えていかなければいけ

ないところではないかと思います。ＳＤＧｓの考え方ですと、誰一人取り残さないという

のがあります。様々な分野でＤＸが進んでしまうと、それについていけない方々、一般の

方々もいらっしゃるかと思うので、そこへの対応も考えていかなければと思います。 

 ４点目として、ＤＸ技術の国際競争力というところを考えますと、結構日本の技術だと

ガラパゴス化というのが言われることがございます。ガラパゴス化してもいいＤＸ技術と、

そうではないところもあると思うんですね、国際的にどんどんほかの国に広めていくべき

技術、そういったものは少し分けて考えていただいて、それで国際競争力をつけつつ、日

本の中でのＤＸの技術が社会に浸透していく、さらに生活が豊かになったり便利になると、

そういった効果が得られることが必要ではないかと思います。 

 以上です。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、秋山委員、お願いします。 

【秋山委員】  秋山です。今、学外で実験をしており、通信環境がよくないため、ビデ

オをオフにさせていただきます。 

 建設分野のデジタル化は、ぜひ大いに進めていただければと思っています。本日はそれ
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に関わる様々な技術を御紹介いただきました。ゼネコンなどの各社のレベル、あるいは各

自治体レベルで、作業効率を高めるためのデジタル化、あるいはＡＩなどの活用というの

は、御紹介いただきました技術を使いながら、どんどん進んでいくことを期待しています。

それらはどしどし進めていただくといたしまして、一方で、ぜひ国土交通省におかれまし

ては、次のようなことへの配慮もしていただければなと思っています。 

 多分に越塚先生がお話しになったことの道路版に限ったことなのかもしれませんが、冒

頭事務局からもお話ございましたけども、笹子トンネルの事故から１０年が経過しまして、

道路構造物に関してはこの間、点検の義務化とか、その結果の蓄積などが大いに進んだと

思っています。しかし、そのデータの蓄積の仕方を見ると、やはり管理者ごとに記録の仕

方が異なり、日本全体でのインフラの状況の把握というのは容易ではないと。もちろんこ

れらを横断的に結びつけるシステムというのも出てきたんですけれども、やはり管理者そ

もそもが持っている全てのデータの僅か一部のみが、そのように横断的に結びつけられて

いるというのが現在の状況だと思います。やはり日本全体で全て同じシステムを使いなが

ら、一斉のスタートでデータベースの構築みたいなものができていけばいいんですけれど

も、もちろんそれは難しいと。 

 ただ、インフラ構造物のデータベースのように、各自治体や管理者の枠を超えて、全体

のデータを包括的に扱った方がよい問題というのがあると思うんです。これらについては、

ぜひ国土交通省のほうで音頭を取っていただきながら、それらの整合を図る、これができ

るのは国交省さんしかないと思いますので、それをぜひお願いしたいと思います。なかな

か自治体の枠を超えて整合を取るということが大変難しい問題だというのは分かるのです

が、やはりここを突破しないと、今日越塚先生がおっしゃっていただいたような、ああい

ういろんな、それぞれのローカルな最適化はできると思うんですけども、国全体での問題

を見る、俯瞰するということが難しいのではないかと思っています。そういう意味で、本

日、清水建設さんの建物ＯＳ、DX-Coreですか、ああいうものなんかは非常に参考になる

かなと、あれの日本版みたいなものができれば大変よいなと思いながら伺っておりました。 

 以上です。 

【磯部部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、小林委員、お願いします。 

【小林委員】  皆さん、今日はいろいろ最新の情報をお知らせいただきまして、ありが

とうございました。お話を聞いていまして、多くの話題は、１つの企業の中でどうデジタ
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リゼーションを進めていくか、あるいはさらに言えばＤＸまで持っていくかと、こういう

お話だったと思います。先ほどメンテナンスの話も出ていましたが、やはりもう一つは、

組織を超えて、管理者を超えて情報がどう流れていけばいいのか、そういうＤＸの設計が

必要になってくる。とりわけ計画、設計、施工から維持管理という、この流れに沿って情

報がどう共有化されていくかという思想が必要になってくる。情報はフローなんですね。

情報をつくる人と、それから情報を使う人が異なるというところが話を難しくしている。

同じく交通はフローですが１人の人間が流れていく。それに対して情報はつくり手と受け

手が違うところに難しさがある。 

 受け手にとってみれば、自分に必要な情報が入手できるかどうかが本質的に重要ですけ

れども、情報をつくる上流側が下流側のそういうニーズに応じた情報をつくるという保証

はどこにもない、業務に付随して、活動に付随して情報がつくられていくんですよね。し

たがって、必要な情報が得られるか、共有化できるかどうかという検討は、情報の流れの

下流から上流に向かって検討が進められないといけない。そういう原則があると思います。

一方で、上流側が情報をつくらない限り、下流は利用できないので、デジタル化を進めて

いくという観点から見れば、上流側から下流に進めていく。この方向の違う二つの流れ、

これをどうマネジメントしていくか。 

 先ほど変革のマネジメントというお話がありましたけれども、それができるのは、やは

り国交省しかできない、どういう情報を下流が必要としているか、そのために上流側を、

どのようにエンカレッジしていくか。先ほど越塚先生いろいろお話ししていただきました

けども、国交省が、そういう二つの流れをコーディネートしていく立場にあるということ

を御認識いただければありがたいと思います。 

 以上です。 

【磯部部会長】  では続きまして、羽藤先生、お願いします。その先ですが、塩路委員、

小澤委員、藤田委員、朝日委員の順番でお願いしたいと思います。 

 羽藤委員、お願いします。 

【羽藤委員】  どうも御無沙汰しております。今日は御説明ありがとうございました。 

 首都直下とか南海トラフが起きた際に、恐らく出張所から道路の状態調査などを行うよ

うになるかと思うんですが、その際に自治体等との情報統合を図っていくような場合に、

やはりパトロール車が動けないとか、自転車とか歩いて、あるいはドローン、GoProなん

かを使ってどんどん取っていくというときに、やはりふだんの情報収集で使っていないよ
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うなことは多分できないと思うんですよね。EAZYの御説明ありましたが、まさにあのよう

に、例えば撮影、転送、確認、指示出し、こういうものを出張所の職員だけではなく、現

在いる場所とか作業制約とか踏まえて、市民なんかからの情報提供も含めてどんどんアッ

プロードしていく、そのための、ふだんから使っている仕組み、あるいはセミオープン化、

これが重要ではないかなということを１点、思いました。 

 また、動的なパイプラインの話、機械学習のパイプラインのお話もありましたが、動的

なプライシングは、民間の交通サービス、例えば高速バスの料金なんかでは既に導入され

ています。したがいまして、需要予測とか混雑緩和を目的関数とする機械学習パイプライ

ンによる動的制御、これを念頭にオンライン処理可能な仕組みを、恐らくＥＴＣ３.０な

んかでは実現していく必要があるんだろうと思いますから、xROADなどへの機械学習の取

り込みをぜひ図ってもらいたいということを思います。 

 あといろいろあるんですが、時間もないようなので、この２点にさせていただきます。

チャットのほうにあとは書き込んでおきます。 

 以上です。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございます。 

 それでは、塩路委員、お願いします。 

【塩路委員】  塩路です。ありがとうございます。今日はいろんなＤＸの取組、それを

お示しいただいて、大変勉強になりました。ただ、いずれにしましても、当たり前の話で

すけども、膨大なデータ、それの取得、記録、管理ですか、それがキーになると考えます

し、その意味で越塚先生の御提言というのは誠にそのとおりで、日本版ＮＩＳＴですか、

これは特にインフラ基盤に関わる事項のデータ標準化、デジタル標準化というのは、国交

省が主導する必要が当然あると思いますし、その際、どこまで共通標準化して、どこから

協調領域か、あるいは競争領域かというのを議論することが重要で、その検討の場を政府

主導でぜひ構築して、実行してほしいなと思っています。 

 そのほかの越塚先生の御提言も納得できるものですし、最後のほうはＤＸだけじゃなく

て、ほとんどの分野の変革に通じるものと思いますけれども、論点が明確になったなとい

うふうに思います。ありがとうございました。また、若林先生からも、ＤＸを支える基盤

として、通信の現状とかのことをいろいろお聞かせいただきました。 

 ちょっと質問させていただくと、越塚先生の御提言にも、あるいは清水建設さんの要望

にも含まれていたと思いますけども、こういったデータ基盤だとかの構築、あるいはデジ
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タル標準化、データ標準化の検討、もっと言うと、ＤＸを社会実装する際の助成とか支援

の現状というのが私自身、よく理解していません。それで、いずれかの機会に、そういっ

たことをまとめて御紹介いただければなと思います。 

 ありがとうございました。よろしくお願いします。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。今の御質問は、答えが多分長くなる、

非常に大きな質問かと思います。 

【塩路委員】  もちろんそうです、分かっております。いずれかの機会によろしくお願

いします。 

【磯部部会長】  ぜひ、大事な御質問かとも思いますので、またの機会にお答えを準備

できたらお願いしたいと思います。 

【塩路委員】  お願いします。 

【磯部部会長】  それでは、小澤委員、お願いします。 

【小澤委員】  デジタルトランスフォーメーションに関して大変興味深いお話をたくさ

ん聞かせていただきまして、ありがとうございました。幾つか要点絞ってコメントさせて

いただければと思いますが、いずれも推進するためには、データを活用するための環境、

それから、デジタル技術あるいは通信技術をあらゆる現場で活用しやすい環境をどうやっ

てつくるかということが大事なのかなというふうに感じています。そういう意味で、清水

建設さん、あるいは越塚先生から重要な御提言をいただいているというふうに認識してい

ますが、私自身も、データを活用するためには、データを連携して活用するための基盤、

プラットフォームを協調領域として整備することが重要なのではないかと、そのために国

土交通省が果たすべき役割があるのではないかというふうに考えています。 

 それから、デジタル技術の活用、通信技術をどんどん活用していくためには、国交省が

所管している技術基準体系で、今後そういうものを現場で活用しやすい状況がちゃんと担

保していけるかどうか、新しい技術がどんどん生まれる中で、そういう技術が現場で活用

しやすい状況をつくっていくためには、技術基準体系そのものを新しく考えていく必要が

あるのではないかと、そんなふうに感じています。 

 以上です。 

【磯部部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、藤田委員、お願いします。 

【藤田委員】  東京大学都市工学科の藤田でございます。ＤＸの話は日進月歩で、まさ
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にハイサイクルで技術開発もしかも実践も進んで、今日も大変勉強させていただきました。 

 その中で我々、やはり建設会社の方々とお話しすると、設計から施工から、それからメ

ンテナンスまで、これは建設会社で情報共有できるにしても、それをディベロッパー、プ

ロパティーオーナーとかテナントであるとか、あるいは都市の管理者にどう展開するかと

いうことがなかなか一筋縄ではいかないということを、我々も含めて議論しております今

日いろんなヒントをいただきました。１つは、ヤマトさんからデジタルキープラットフォ

ームが可能だということの御示唆をいただき、それから清水さんも協調領域での研究、議

論が始まっているということを伺いました。それから越塚先生からも、グローバルなデジ

タル、グリーン・デジタルコンソーシアムのような形も含めた、様々なマルチステークホ

ルダーのデータ共有が始まって、まさにそこは規格が必要でそれによる実装で参加の輪が

広がる可能性を示唆いただきました。 

 ２点目に国交省さんの政策ということで申し上げますと、前回の会議の中で、やはりメ

ンテナンスについての議論がありました、この分野も情報ＤＸと非常に切って離せないと

ころだと思います。ただ、こうしたメンテナンスは、やっぱり長期的に発現するのと、受

益者がなかなか薄く広くなるというところでいうと、今日拝見したような、非常に短期的

にサービスが、価値が具現化することであるとか、あるいはまさにハイサイクルで投資が

回収できるものとちょっと違う形で、古くて難しい議論ですが、やはり公共財をどのよう

な形で情報マネジメントしていくかという視点が、まさに国交省さんの政策ならではとい

う視点が必要じゃないかというのがあります。 

 そういう意味では、日本版の規格庁というようなことのお話も越塚先生からございまし

たが、国交省さんのこれまでの責任、社会的なミッションを考えますと、規格化、標準化

ということから、そうした情報システム、ＤＸにおいてどのように公共サービスを代替し

ていくかという、サービサーというような形でＤＸを活用すると、やはりその視点が国交

省さんのＤＸにとっては極めて重要ではないかということを感じた次第であります。 

 ２点、申し上げました。以上になります。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、朝日委員、お願いします。 

【朝日委員】  ありがとうございます。ＤＸについていろいろ勉強させていただきまし

て、本当にありがとうございました。 

 ２点あります。１つは公共事業の効率性の観点と、あともう一つは分配の観点です。１
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つは事業の効率性の観点で、やはり限りある資源を投入することについて、事業評価など

で社会的に説明するという営みがあるわけですけれども、そこについて事業効果の可視化

という観点でいうと、非常に説得的というか、バーチャルで、デジタルファーストでいけ

るというのはすごく説得的なものなんだなと感じました。そこはどんどん活用していって

いただきたいなと思いました。 

 一方、近年問題になっているというか、問題が大きいのが費用の話で、費用がすごく不

確実であって、しかも増加している、そこがうまく必ずしもコントロールできていない。

例えば期間が増していく、あるいは費用が再評価のたびに大きくなってしまう、そういっ

たところがうまく必ずしも説明できていない、管理できていないように思いました。こう

いった技術は、不確実性を管理する、リスク管理をするという点で非常にすばらしいもの

があるなと思います。先ほどのご説明にあったようにデジタルファーストで、合意できた

ものを物理化するであるとか、期間に関する予測、あるいは不確実な部分に関して予測が

可能になる部分ということをどんどん活用していただいて、事業評価上のロスを低減する、

リスク管理をするような枠組みを、ぜひ技術の発展とともに入れていっていただければな

というふうに思った次第です。 

 もう一つ、分配上の問題は、やっぱりこういった民間投資が社会便益の大きな発揮につ

ながっているなというふうに思ったんですけれども、一方、大規模な研究開発投資ができ

る、デジタル投資ができるというのは、やっぱりどうしても大きな資本になるかと思いま

す。先ほどもお話ありましたけども、どういうふうに格差なく業界全体を向上させるよう

に波及させられるかという点で、協調、工事参加におけるＪＶの扱いであるとか、公的な

費用分担のお話、何が公的な成長、全体の公益の成長に資するか、その分は公的に費用負

担するというところの議論が必要なように思いました。競争性と業界の成長の波及という

観点での議論が必要に思いました。 

 ありがとうございます。すみません、ちょっと長くなりました。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、福和委員、お願いします。 

【福和委員】  福和でございます。今日は大変勉強になりました。特に越塚先生の整理

と、それから具体的な事例である清水建設さんのプレゼンテーションは大変感銘を受けま

した。 

 お二人のお話を伺っていて感じましたのは、例えば建築であれば、計画、設計、施工、
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維持、それから都市レベルと建築単体との間とか、そういった中でのデータを一緒に使え

るようなＯＳを考えていくんだという、その発想は非常に重要だと思います。ただ、私も

昔、清水建設にお世話になっていましたから、その経験からすると、今日の御提案を実際

に、非常に重層化されている下請けも含めた建設という世界の中で、どうやってそれを具

体化していくかというところの枠組みづくりとか、今日お話聞いているだけでもいろいろ

な、制度上の障壁もありそうなものですから、ぜひ今日の越塚先生のお話とか、それから

清水建設さんの最後の１枚の紙にあったようなことをベースに、今後克服すべきことを整

理できるといいかなと思います。それが１点です。 

 それからもう一つは、防災減災の立場ですけれども、ＳＩＰ４Ｄという形で、国の情報

については府省を超えた情報共有のためのパイプラインのようなものはできつつあるんで

すけれども、やはりどうしても国と県と市町村と、それから民間企業の間のデータの流通

がよくなくて、現状どちらかというと、市町村のデータを県が吸い上げ、それをさらに国

が吸い上げるというような形で、縦の情報の流れが目につくところがあるような気がしま

す。 

 できればこれは、市町村間で互いにデータが流通するような、横のパイプラインという

ような形に進めていく必要があると思うんですけども、残念なことに、市町村レベルのデ

ータのデジタル化がほとんど進んでいないということもあって、ぜひ国土交通省さん中心

に、市町村レベルでのデータの共有化ということを進めるような方向で、これから動いて

いっていただければありがたいなと思う次第です。 

 以上でございます。 

【磯部部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、村山委員、お願いします。 

【村山委員】  ありがとうございます。もう皆さんいろいろとおっしゃっているので、

全部同意なんですが、海上輸送の分野でもデータが今どんどん取得されています。今後自

動化や無人化が進んでいくと、船がハッキングされるという問題もありますので、セキュ

リティーというのが一つ大きい問題になるかなと思っています。今日、越塚先生のお話に

あったような、分野横断できるデータや通信のプラットフォームとか枠組み、運用という

のは今後検討していく必要があると思いますけれども、ぜひ、新しいのが必要なのか、統

合していくのか分かりませんが、そういったことを担える研究開発機関であったり、大き

なプロジェクトというのが必要だと思っています。 
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 以上です。 

【磯部部会長】  どうもありがとうございました。ほかに委員から御発言ございません

でしょうか。今手が挙がっている方はいらっしゃらないかと思いますが、ほかにございま

したら挙手をお願いします。 

 では、もしないようでしたら、今日いろいろお話しいただきまして、私も、越塚先生か

らフィジカライゼーションというお話があって、そのフィジカライゼーションをやるため

のデジタルデータが非常に重要であるし、またそのデジタルデータを国土交通省がたくさ

ん保有しているというお話もあったかと思います。そのデジタルデータをどう整理してい

くのが一番使いやすいのか、あまりにも応用に近いところで整理してしまうと、さらにそ

の先の応用というのがやりにくい。基礎的なところでいけば、今日お話があった建設現場

などを考えると、ＸＹＺという空間上に何があるのか、それも施工している間、前、後ろ

で考えると、時刻とともにどう変わっていくのかですから、これは空間に固定したＸＹＺ

の座標上に時間的なファクターも加えてどのように形が変わっていくのかというような考

え方かなと思いましたし、また物流ということを考えると、トラックのような１つの点の

ようなものが、今度はＸＹＺＴでどのように動いていくのかというふうにも思いました。

その辺の国土交通省が膨大に持っているデータをどのように整理して提供していってデジ

タル空間を豊かにしていくのか、それを使ってどのようにフィジカライゼーションを進め

ていくのかというところが重要なポイントではないかというふうに私も感じました。 

 委員の方々、よろしいでしょうか。 

 それでは、どうもありがとうございました。意見も出尽くしたようでございますので、

議事１についての議論は以上とさせていただき、続いて議事２、今後のスケジュールにつ

いて、事務局から御説明お願いします。 

【西尾分析官】  それでは、今後のスケジュールについて、資料３に基づきまして説明

させていただきます。 

 次のページでございますけれども、冒頭に御説明しました、かなりそれも含めてござい

ます。今回まで、左側の議題①につきまして、２回開催させていただきました。１点はカ

ーボンニュートラル、２点目はデジタルトランスフォーメーションでございました。年度

末の次回でございますけれども、右側の議題②としまして、国交省の技術研究開発の取組

につきまして説明させていただいて、議論を進めていただければありがたいと思っており

ます。本日たくさん貴重な御意見いただきましたので、それも踏まえて説明資料を用意さ
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せていただければと思っております。次回は２月１６日でございます。 

 なお、一番下に米印で書いてございますけれども、今年度はここまででございますけれ

ども、来年度につきまして、新しくどういうテーマを設定していくのか、またそれ以外で

も、追加につきまして御意見ありましたら、いただければと思っております。本日、時間

もございませんので、また改めてメールで御案内させていただきますけれども、御意見を

お寄せいただければと思っております。 

 以上でございます。 

【磯部部会長】  ありがとうございました。それでは、全体を通して、何か御質問、御

意見ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、以上で本日の議事は全て終了いたします。議事進行を事務局にお返しします。 

【川村室長】  磯部部会長、議事進行、誠にありがとうございました。本日の議事録に

ついては、後日、委員の皆様に御確認させていただきたく存じます。 

 以上をもちまして、第３１回技術部会を閉会いたしたいと思います。本日は、お忙しい

中御参加いただきまして誠にありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


